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高齢者の元気づくりネットワークの構築過程とその成果

【要旨】高齢者の健康寿命の延伸を図るため、公的サービスの充実とともに、高齢者自身が主体

的な健康づくりを行うため、高齢者同士のネットワークによる健康な地域づくりがますます重要に

なっている。そこで、本研究の目的は、高齢者自身が主体的に健康寿命の延伸ができるような健康

な地域づくりの実践過程とその成果を明らかにし、健康な地域づくりの実践過程の要件を検証する

ことである。研究方法は、先行研究を基に10項目のアプローチの考え方と方法を研究方法として設

定し、地域参画型調査方法を用いた。平成19年度から7年間、玉名市において、住民・行政と研究

者との協働により高齢者の元気づくりネットワーク構築を行った。今回の分析資料は、行政資料や

報告書等の既存資料とした。その結果、高齢者の元気づくりネットワークの構築過程とその成果が

認められた。ネットワークの構築過程は①住民と行政とが健康課題を共有することができる話し合

いの場を設置し、住民とともに健康課題を明確にすることから始まり、②住民組織「たまな元気

会」が誕生した。③住民組織の推進体制が確立し、課題を解決するため、住民組織・大学・行政が

パートナーシップにより具体的な活動を行った。その成果は、主体的な住民組織が継続した活動を

行い、その活動は報告書とし、学会に発表する等を行い外部に発信したことである。これらの活動

は外部からも評価を受け、更なる活動に至っている。このような成果は、研究方法によるところが

大きく、ヘルスプロモーションの理念、住民の主体性、お互い様という互助関係の構築、コーディ

ネーターの存在が健康な地域づくりを推進するプロセスとして重要な要件であると言える。

キーワード:ヘルスプロモーション、ソーシャルキャピタル、高齢者、実証研究      

−51−

１ 九州看護福祉大学看護福祉学部 看護学科、２九州看護福祉大学看護福祉学部　社会福祉学科、３九州看護福祉大学看護福祉学部

　リハビリテェション学科、４大分大学、５熊本県阿蘇保健所　　　　

福本久美子１,*、田中英恵５,*、佐藤林正２,*、中川武子１,*、

川俣幹雄３,*、浅海靖恵４,*、坂口里美１,*、玉名市

【緒言】

我が国は、少子高齢化が急激に進み、高齢者割合

の増加とその課題が明確になっている。平成25年度

高齢者割合は25.1％、平均寿命は男性80.21年・女

性86.61年と、高齢者割合は世界最高であり、平均

寿命についても世界のトップクラスと報告されてい

る１）。今後、高齢者割合が増加することも明らかに

なっており、2025年にはその割合がピークと予測さ

れている。さらに、世界保健機関(以下「WHO」と記

す)は2000年に健康寿命(Healthy life expectancy：

日常的に介護を必要とせず自立した生活を送るこ

とができる期間)を公表した２）。厚生労働省によ

ると、2010年の日本人の健康寿命は男性70.42歳、

女性73.62歳としている３）。平均寿命と健康寿命に

は10歳ほどの開きがあり、その間、介護が必要な

高齢期が存在し、高齢者割合の増加と共に寝たき

りや認知症などによる高齢者が増加することが明

確であり、この健康課題は大きな問題となっている。

また、「平成の大合併」は、基礎自治体の財政力強化

や車社会の進展に伴う生活圏の広域化に対応できる

ことなどから、地方自治法第7条に基づき市町村の

廃置分合(市町村合併)が行われた結果、地域で暮ら

す人々にさまざまな影響をもたらした。この影響に

ついて、総務省の報告書の中で、住民サービスに関

するプラスとマイナスの影響を明らかにしている４）。

特に、旧自治体庁舎移転したところや支所となった

地域、山間部は一層過疎化が進行している。市町村

合併により、より高度なサービスが提供できるよう

になった反面、行政組織が拡大し、地域ニーズの把

握及び地域ニーズにあったきめ細かなサービスが提

供できにくくなったという面が伺える。すでに、行

政サービスの量や質、財源の問題から行政の限界が

明らかとなり、自助や公助とともに共助や互助とい

う地域で暮らす人々の力を構築することが求めら
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れている。

さて、WHOは、1986年オタワ憲章 においてヘルス

プロモーションを提示した５）。ヘルスプロモーショ

ンとは「人々が自らの健康をコントロールし、改善

することができるようにするプロセスである」と定

義され、その後、2005年のバンコク憲章 で「その

決定要因」を追加し、「人々が自らの健康とその決

定要因をコントロールし、改善することができるよう

にするプロセスである」と再定義６）された。さらに、

ヘルスプロモーション戦略の一つとして「地域活動

の強化」を掲げ、この項で「the empowerment of 

communities」とし「エンパワメント」という用語が

使用されている。

一方、麻原はエンパワメントを「他者と協働する

中で、健康課題の解決やよりよい生活の達成が自分

にも『できる』『やってみよう』と思えるようになる

プロセス」と定義しており７）、ヘルスプロモーショ

ンとエンパワメントは共通の基本理念に基づく概念

といえる。

また、中山は、日本の保健活動について、住民が

主体となって継続的に生活習慣を改善し積極的に健

康を増進しながら、それらを促進するための条件が

整った、より健康な社会をつくることをめざした活

動を「地域づくり」や「健康な地域づくり」とよび、

このなかでも「コミュニティ・エンパワメント」の

概念が用いられていると述べている８）。

よって、ここではコミュニティ・エンパワメント

を「集団が主体的に自分たちの健康について考え、

行動し、結果を生みだす力を手に入れるプロセス」

と定義し、「健康な地域づくり」と「コミュニティ・

エンパワメント」は同義語として論述する。

コミュニティ・エンパワメントは地域の健康課題

を共助や互助という地域に暮らす人々がその力を合

わせ、主体的に解決していく過程と考えることがで

き、筆者らは先行研究９）10）11）として報告している。

しかしながら、健康な地域づくりの過程と成果に関

する実践事例の蓄積が十分とは言い難い。

そこで、本研究の目的は、地域参画型調査方法12）13）

（Community　Based　Participatory　Research、以

下「CBPR」と記す）を用い、住民・行政と研究者と

の協働により、高齢者自身が主体的に健康寿命の延

伸ができるような健康な地域づくりの実践過程とそ

の成果を明らかにし、健康な地域づくりの実践過程

の要件を検証することである。

【方法】

１．対象フィールドの概要14）

研究対象フィールドである玉名市は、平成1 7年

10月に１市３町（旧玉名市・岱明町・天水町・横島

町）の合併により、誕生した。合併後の玉名市は、

より高度なサービスが提供できるようになった反面、

地域ニーズの把握及び地域ニーズにあったきめ細か

なサービスが提供できにくくなったのではないかと

いう危機を市の保健師や社会福祉協議会職員、地域

包括支援センター職員たちは認識していた。そのよ

うな中で、孤独死や高齢者虐待、認知症の介護の大

変さ等の問題、高齢者の医療や介護費用の増大によ

る財政圧迫の問題、所得格差による健康の不平等の

問題等が顕在化していた。そこで、玉名市と本学は

平成18年に地域連携協定を結び、平成19年度から

その協定の一環として、65歳以上高齢者を対象とす

る「高齢者元気づくりネットワーク事業」を展開し

た。本事業そのものを研究対象とした。

なお、市は熊本県北西部に位置し、南北の距離は

約17km、東西は約14.5km、市域の面積は約152平方

キロ、人口は69,391人・65歳以上の高齢者比率

27.9％（平成22年国勢調査）である。産業別人口割

合は1次産業16.97％、2次産業26.0％、3次産業

55.94％（平成22年国勢調査）である。市の保健師

は分散配置となっており、高齢者対策は高齢介護課

に所属する保健師が実施している。

２．研究方法

研究方法は、地域参画型調査方法（CBPR）を活用

し、先行研究15）16）17）18）を参考に、以下の研究アプ

ローチの基本的な考え方と方法10項目を設定した。

①具体的な方法は住民参加・相互学習を基本とし、

グループワーク(GW)や参加者の活動報告を中心に

しながら展開する。GWでは、住民が司会・発表を

行う。

②参加者は、関係組織団体と地域活動の実践者、

健康部門を越えた参加者からなること。

③「目指す健康な暮らし」を語ることから始め、

地域の健康課題を明らかにすること(理念的な目

標と具体的な目標を明らかにする)。
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④話し合いの場は、相互学習を基に、一人一人の

発言、アイデアを大切にすること。

⑤関わるものすべてにとってWIN,WINであること。

⑥できる思考で推進していくこと。

⑦関係者の多様性や違いをチャンスと考えること。

⑧様々な人とパートナーシップをもち、地域の新

たな関係、新たな仲間づくり、ネットワークづく

りを行うこと。

⑨生活の場における困りごとをパートナーシップ

により解決すること。

⑩様々な関係者や機関をコーディネートするもの

が存在すること。

分析資料は、行政が作成している統計資料、学会

報告資料や本事業に関する報告書の既存資料とした。

分析方法は、分析資料とした既存資料から、活動

経過と成果に関する記述を抽出した。活動成果につ

いては質的・量的側面から記述した。特に、質的側

面については、エンパワメント項目として住民主体

の運営方法、目標の設定、具体的な課題の設定と解

決のための活動、行政への提言と協力、活動の客観

化(評価)とした。抽出結果の妥当性を高める為、こ

の事業に関わらなかった研究者を含め分析を行った。

倫理的配慮は、既存資料等を基に分析したため、

著作権にかかわる配慮として、出展及び文献の記述

を丁寧に行った。

用語の定義：CBPRの定義 （Israelらの定義）は、

研究者とコミュニティメンバーが全ての研究プロセ

スに参加する共同アプローチであり、その関係は対

等な関係性であるパートナーシップによって行われ

る発展、循環する相互作用のプロセスであり、エン

パワーメントプロセスを促進するとある。

【結果】

１．CBPRによる活動経過と活動内容

活動の経過とその内容については、一部既存報告

資料19）から抜粋した。

1-1 健康課題を共有する機会の設置と健康課題の明

確化

合併後の玉名市では、高齢者の地域ニーズに基づ

くきめ細かなサービスを提供するため、地域の資源

である地域内に設置された大学と協定を結び、「高

齢者元気づくりネットワーク事業」を企画した。

この事業の参加者は、老人会などの関係組織団体

や地域で活発に活動を実践している住民115名と

県・地域包括支援センター・市関係各課（高齢介護

課・商工観光課・社会教育課他）職員、そして大学

教員とした。

市の担当部局の保健師と大学の担当教員とで話し

合いを重ね、平成19年9月に、第１回「高齢者元気

づくり座談会」として発足した。その後、7回の会

合を重ね、各地域での取り組みの紹介やグループワ

ークにより「健康な暮らしとは」「5年後の自分や家

族のイメージ」「地域の現状や課題」を話し合った。

話し合いの結果、率直な意見として、「一人暮らし

が増えている・孤独死を防ぎたい」「認知症の介護の

問題があるので早期発見や予防が必要」「自動車の運

転ができなくなると行動範囲が狭くなり、買い物も

不便になる」「女性の参加は多いけど男性は少ない」

「隣近所の支え合いが大切」等、身近な課題とその

対策の必要性が話題になった。

1-2 住民組織の誕生とその推進体制

上述の話し合いの結果、参加者の発案によりこの

座談会は「たまな元気会」という名称となり、平成

20年度は、「たまな元気会」の会長を参加者の中か

ら選出し、玉名自治区・岱明自治区・天水自治区・

横島自治区、全体の会による活動を開始した(図1)。

「たまな元気会」は「みんなで広げよう元気づくり

の輪」をスローガンに展開した。平成20年度には「玉

名市たまな元気会活動要領」を作成し、「目的・目標・

大切にしたいこと」を決定している。大切にしたい

こととして「相互学習、一人一人の発言やアイディ

ア、できる思考、多様性や違いをチャンスととらえ

る、様々な人とのパートナーシップを図る、地域の

新たな関係や新たな仲間づくり、高齢者支援のネッ

トワークの構築、生活の場における困りごとをパ

ートナーシップにより解決する」と記述された。

この会の推進体制は、平成20年度から役員(会長、

副会長、各自治区会長、各自治区事務局長等)を選任

し、「たまな元気会」全体としての活動と、４つの自

治区での活動を展開している(図1)。全体会の代表

幹事会は毎月1回市役所で会合を行い、情報交換や

今後の活動を検討し、各自治区での活動はそれぞれ

で事務局を設置し、運営している。
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1-3 住民組織・大学・行政の具体的な活動

住民組織として誕生した「たまな元気会」の活動

は、全体会と各自治区での活動に構成されている。

具体的な活動は、暮らしに身近な地域である各自治

区で運営している。

各自治区の活動は、公民館を利用した健康体操教

室、地域住民が自由に参加できる趣味部会（料理教

室、演芸、ダンス教室等の住民自身の特技を生かし

た活動）、小学校の清掃活動等による世代間交流事業、

温泉を活かした憩いの場の利用、高齢者の参加の機

会に関する実態調査や校区内健康体操教室参加者の

評価、特技を持っている高齢者の人材バンク、介護

保険制度に関する行政説明会の依頼、認知症模擬体

験訓練等多岐にわたっている。全体会の企画は役員

会が行い、各自治区の企画は自治区内世話役や会員

となっている高齢者からの意見を基に行っている。

企画内容の呼びかけは会員登録の有無にかかわらず

広報している。広報は、自治体の広報誌や会が作成

するチラシを活用している。

活動への参加や会員登録は個人の自由とされ、誰

でも参加できる出入り自由な会となっている。地域

で何らかの特技を持っている高齢者や世話役をした

い高齢者は講師や世話役になることが出来る。

以上のような活動を、手作り報告書として毎年度

作成し、活動の成果としてまとめ、市長に代表が報

告に行き、高齢者の元気づくり活動の重要性を提言

している。

大学の研究者はパートナーとして相互に学びあう

関係を基軸に、研究アプローチの基本的な考え方と

方法の提示や、全体会等の講演会の講師、学報での

啓発、日本公衆衛生学会における発表費用の支援、

学生の学習協力や講義への参加依頼、必要時の相談

対応などを行った。特に、平成19年度は地域の健康

課題を抽出し住民組織が発足するまでの全過程の話

し合いに研究者が参加した。次年度以降は行政や住

民の求めに応じた対応を行った。また、健康とソー

シャルキャピタルに関する地域の実態把握を行うた

めの調査研究を行った。

行政（特に市保健師）は、これら住民の活動に関

する他機関との調整を実施したという記述がある。

「たまな元気会」の事務局の運営支援、関係機関と

の調整、大学との調整などを行った。地域住民が解

決すべき課題とした「認知症の予防や早期発見など

の対策」については、行政保健師が施策提案を行い

予算要求し「認知症地域支援体制構築等推進事業」

として実施した。

２．活動の成果

活動の成果について、質的と量的側面から述べる。

2-1 質的な側面の成果

質的側面の成果は、「たまな元気会」という住民組

織が結成され、その組織が主体的に活動を継続し、

外部からも評価されている点である。その活動自体

が主体的でありエンパワメントしている事実を、報

告書から抽出した。エンパワメント項目として住民

主体の運営方法、目標の設定、具体的な課題の設定

と解決のための活動、行政への提言と協力、活動の

客観化(評価)に関する点について、抽出した(表１)。

住民主体の運営方法は、実施要項を作成し、図1

のような推進体制により、住民自身で事務局を設置

し実施したことである。会の目標内容はスローガン

を掲げ、会運営の大切な考え方を明記している。具

体的な課題の設定と解決としての行動は、寝たきり

や認知症に関する課題を明らかにし、その解決方法

として学ぶ機会として研修会を開催、高齢者が外に

出て行く場を自ら設置、認知症対策推進モデル事業

に協力したこと等である。行政への提言は住民が作

成した報告書を市長に持参し、高齢者の健康課題に

ついて提言、行政が企画した事業の協力、介護保険

事業計画策定委員会の委員としての協力を行ったこ

とである。活動を客観化する試みとして、平成20年

 
玉名自治区活動

岱明自治区活動

天水自治区活動

横島自治区活動

たまな元気会

全体会
代表者会

協定

市 大学

支
援

提
言

図１　たまな元気会推進体制
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度から日本公衆衛生学会 20） 21） 22） 23） 24） 25）におい

て「市町村合併後の健康なまちづくりネットワーク

の構築」という題名で、「たまな元気会」での取り組

みや成果を住民自身が発表した。さらに、要介護認

定率の追跡、実態調査の実施評価を行っている。

さらに、これらの活動のまとめを毎年「たまな元

気会報告書」として作成している。

以上のような実践について外部から活動を評価さ

れ、「県知事表彰を受賞」「教育機関からの講師依頼」

「日本公衆衛生学会での発表後、全国の市議会議員

がこの活動に関する視察に来庁」「活動に関して新聞

社から取材を受けた」ことであった。

2-2 量的な側面の成果　

量的には①高齢者の参加の場(表２)、②要介護認

定率（表３・図2）、③一人当たり後期高齢者医療費

（表４）について示した。

要介護認定率は、表３から分かるように玉名市は

熊本県と比較して要介護(要支援)認定率が高い。ま

た、一人当たり後期高齢者医療費も熊本県平均を上

回っているが、対前年度比の平成23・24年度は抑制

されてきている。要介護度が高い認定率の伸びが抑

制されている。

①高齢者の参加の場の拡大

いきいきふれあい活動等の介護予防活動の実施地

区が年々増加し(表２)、行政主導ではなく、近隣地

区の区長や会員の繫がりによる立ち上げは、これま

で10ヵ所以上となった。

②要介護認定率の変化(表3・図2）

要介護認定率は図２に示すとおりである。その中

で、軽度認定者は増加傾向にあるが中重度認定者は

横ばい状態である。

要介護認定の状況は平成22年度から要支援１が

増えているが、要介護度３以上の割合は抑制されて

いる。

③一人当たり後期高齢者医療費は県平均より高いが、

対前年度比の平成23・24年度は抑制されている(表

４)。

【考察】

玉名市たまな元気会を核とした活動は、健康な地

域づくりを推進し、質的・量的な成果が表れ始めて

いる。高齢化が進む地域にあって、一人当たり後期

高齢者医療費や要介護認定率に関する結果を追跡す

ることは行政事業評価の視点から重要である。今回、

高齢者医療費や要介護認定率の明らかな成果は表れ

表2.参加の場の拡大

いきいきふれあい活動 ゆた～っと元気体操

出典：玉名市高齢介護課提供

平成22年度

平成23年度

平成24年度

69ヵ所（新規8）

76ヵ所（新規7）

83ヵ所（新規6）

64ヵ所（新規10）

75ヵ所（新規11）

86ヵ所（新規11）

 表３．玉名市の要介護（要支援）認定率の変化

要支援
１

要支援
２

要介護
１

要介護
２

要介護
３

要介護
４

要介護
５ 計

平成22年度 認定率（％） 2.6 2.8 4.4 3.4 2.6 2.3 1.8 19.9

割合　 （％） 13.1 14.1 22.1 17.1 13.1 11.6 9.0 100.0

平成23年度 認定率（％） 2.8 3.1 4.6 3.8 2.6 2.4 1.9 21.2

割合　 （％） 13.2 14.6 21.7 17.9 12.3 11.3 9.0 100.0

平成24年度 認定率（％） 3.3 3.0 4.7 3.5 2.6 2.4 1.9 21.4

割合　 （％） 15.4 14.0 22.0 16.4 12.1 11.2 8.9 100.0

平成25年度 認定率（％） 3.2 3.2 4.9 3.3 2.6 2.4 1.8 21.9

割合　 （％） 15.0 15.0 22.9 15.4 12.1 11.2 8.4 100.0

出典：熊本県高齢者関係資料集

熊本県 玉名市

表４．一人当たり後期高齢者医療費　　(円)

出典：熊本県高齢者関係資料集

958,546

988,641

1,007,031

1,007,950

1,021,852

959,412

1,012,294

1,021,565

1,021,268

1,046,425

平成21年度

平成22年度

平成23年度

平成24年度

平成25年度

図２.要介護（要支援）認定率

出典：熊本県高齢者資料集

（％）

0.0
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15.0

20.0

25.0
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◆

■
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ていないが、参加の場が拡大しており、「たまな元気

会」の発足とその活動が地域活動の強化となり、健

康寿命の延長の一翼を担っていくことが予測される。

さらに、健康寿命の算出や生活満足度のような生活

の質に関する分析が必要である。

また、活動方法が住民主体で推進され、課題が明

確になり、さらなる活動を展開していくという循環

を行うこと自体がエンパワメント過程であり、質的

な成果と言える。さらに、県知事表彰や日本全国か

ら注目を浴びることによって、住民たちの活動が認

められたと自覚し、更なる活動意欲につながってい

ると考えられる。この地域で行っている健康な地域

づくりの推進が住民のエンパワメントとなり健康な

地域づくりと発展したと考えられる。　

１．たまな元気会の実践経過について

たまな元気会の活動経過は、住民が主体となった

健康な地域づくり活動の推進であり、コミュニテ

ィ・エンパワメントの一事例である。コミュニティ・

エンパワメントの推進にはCBPRを活用した本研究

の方法が重要であったと考えられる。

WHOオタワ憲章ではエンパワメントを「人や組織、

コミュニティが自分達の生活への統御を獲得する過

程である」と定義している。「たまな元気会」に参加

することで対話が生まれ、仲間意識がうまれる。そ

してこの過程は、地域の身近な課題を共有し具体的

な行動26）へと発展していく。この行動は、時に地域

の健康資源を創り出し、時に行政を動かし資源の再

配分に寄与するのである。「たまな元気会」は、人

材発掘活動を行ったり、行政に介護保険制度に関する

説明会等を要望したり、地域の力を強化し暮らしの

中の身近な課題を共有し、活動を継続させている。

事前に作成したアプローチの考え方とその方法10

項目は、四つの構成からなっている。①の項目は住

民の主体性を重視したものであった。ワークショッ

プは、住民が主体的に健康な地域づくりについて語

り合う場となり、そこで健康についての意識や考え

方を共有できたことがその後の健康な地域づくりを

行うための基礎となり、住民が主体となってそれぞ

れの活動を行うに至っていると考えられる。②と⑧

は関係性やつながりを重視したものであった。多く

の対象を相手に地域をフィールドとして活動を行う

上で、様々な関係機関とのつながりは重要であり、

新たな関係を築き、パートナーシップを発揮させる

ことで地域ぐるみで健康づくりを推進させる。③④

⑤⑥⑦⑨は考え方に関する部分である。お互いを尊

重し、助け合い、一緒に健康寿命を目指そうという

考え方であり、この考え方によりお互いの意欲を高

め、会に参加することが健康でいることの喜びにも

つながっていると考えられる。⑩は住民と行政や大

学の協働をおこなうにあたるサポートとコーディネ

ート役の存在である。この役割は、自治体保健師が

中心となり、地域の人々に声をかけ、参加者を募る

ことから始まり、健康に対する講演や、活動への助

言、相談役などを担っている。さらに、大学も協働

の役割を担っている。この役割は健康づくりにおい

て行政の専門職である自治体保健師の役割であるこ

とは、これまでの先行研究27）でも明らかになってい

る。

さらに、この10項目の考え方と関係やつながりを

形成する部分は、ソーシャルキャピタルという概念

にあてはまる。ソーシャルキャピタルとは、「社会に

おける信頼・規範・ネットワーク」を意味しており、

社会的な組織の特徴を表し、お互いの利益の為に協

同することも含んでいる28）と言われている。具体的

には信頼、「お互い様」などという相互扶助の慣行(互

酬性の規範)、「絆」と呼ばれる人的ネットワークの

ことである。ソーシャルキャピタルと健康との関連

があるように、ソーシャルキャピタルは、コミュニ

ティ・エンパワメントを発揮するための概念と言え

る。つまり、この10項目を設定して活動を開始した

ことにより、地域のソーシャルキャピタルが醸成さ

れ、コミュニティ・エンパワメントを発揮するため

の一翼を担い、今日の健康な地域づくりにつながっ

ていると考えられる。

２．健康な地域づくりを行なうための必要条件

これらの過程から、健康な地域づくりを行なう為

の必要条件について、以下の六点が考えられた。

第一点目は、ヘルスプロモーションとソーシャル

キャピタルの考え方に基づく活動であること。

研究方法に示すように、関わるもの全てにとって

WIN,WIN (関係者が共に利益を得る)であるよう推進

していくことである。活動に参加している住民にと

ってプラスになることを行なうことが重要であるが、

行政にとってもプラス、支援する大学にとってもプ
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ラスになるよう考えていくことは、関係者一人ひと

りを大切にすることにつながる。このことは、相互

学習の意味するところである。WHOは、健康教育活

動の考え方とその方法について、専門家主導から脱

皮し人々が自主的で主体的に参加することとその役

割が大きいことを述べている。さらに、健康教育の

役割は、保健従事者と人々が、常に互いの役割を担い

合いながら、教え合いかつ教えられることである29）

と言及している。

よって、関係者の多様性や違いをチャンスととら

え、WIN,WINの考え方とポジティブ思考（できる思

考）で推進していくことが重要である。

第二点目は、住民主体の推進体制が構築されてい

ることである。活動の始まりは行政からの呼びかけ

だったが、話し合いの中で「たまな元気会」という

組織ができ、その組織は民主的にリーダーを決め事

務局を置き、活動報告をしながら、民主的で組織的

な運営を図り、かつ、組織の見直しも行っている。

活動への参加が自由で多様なものであり、小地域で

の活動と全体の活動を展開している。また、会長ら

は市長に活動の報告をするなど、高齢者の健康課題

を住民から行政に提言している。「たまな元気会」の

活動は、さまざまな人の出番が用意されている。こ

のように、ハード的な組織とともに、住民自身の特

技を生かすことができる柔らかな仕組みであること

も重要である。

第三点目は、清水ら30）が言うエンパワメント過程

をとっていることである。「たまな元気会」に参加す

ることで対話が生まれ、仲間意識がうまれる。そし

てこの過程は、地域の身近な課題を共有し具体的な

行動へと発展していく。この行動は、時に地域の健

康資源を創り出し、時に行政を動かし資源の再配分

に寄与するのである。「たまな元気会」は、人材発掘

活動を行ったり、行政に介護保険制度に関する説明

会等を要望したり、地域の力を強化し暮らしの中の

身近な課題を共有し、活動を継続させている。

第四点目は、PDCA（Plan Do Check Action）サイ

クルをとることである。参加者で、理念的目標（目

指す健康な暮らし）と具体的な目標、地域の健康課

題を明らかにすることから始まり、その実施、評価、

目標の見直しとフイードバックする過程が重要であ

る。「たまな元気会」の活動は関係者で高齢者の課題

と高齢期をどう過ごしたいかという目標を共有し、

課題解決のための行動を起こしている。その過程に

おいて、活動報告会の開催・活動報告書の作成や日

本公衆衛生学会における住民自らの発表は、これま

での活動を評価し、発展する為の大きな力となる。

特に、学会は公衆衛生の専門家だけでなく、地域で

活動している住民自らが参加する意義は大きい。

第五点目は、コーディネーターの存在である。行

政保健師は、市町村合併後、地域の健康課題をいち

早く把握し、関係機関等の調整を行い、「高齢者元気

づくりネットワーク構築事業」の推進役となり、「た

まな元気会」が立ち上がり、事務局の運営支援、関

係機関との調整、大学との調整などを行った。地域

住民が必要としていた解決すべき課題、特に「認知

症地域支援体制構築等推進事業」は、行政保健師が

施策提案を行い予算要求し施策化したものである。

この施策化によって、認知症対策が推進した。このよ

うな行政内部のコ－ディネーター31）32）は、地域の健

康課題を明らかにし解決することに大きく寄与する。

さらに、保健師の専門性は、地区把握を行い地区診

断によって得られる健康問題とその背景に存在する

絆や関係性までとらえ支援する活動である。このこ

とを、改めて、厚生労働省は指針33）によって行政機

関の保健師の役割を示している。

第六点目は、活動を支援する専門機関がパートナ

ーとして地域活動を推進することが重要な条件であ

る。「高齢者の健康支援ネットワーク構築事業」は、

平成19年度に玉名市と大学が協定を結んだところ

から開始されたものである。その協定を機に、看護

学科・社会福祉学科・リハビリテーション学科の知

識を提供しながら開始した。大学はヘルスプロモー

ションやソーシャルキャピタルの考え方を関係者に

提示し、活動の学問的な背景や理念を認識するため

の役割を果たしたと言える。

このような住民･行政･大学の協働活動は、まさに

WHOが言うところのヘルスプロモーションの推進活

動そのものと言える。

住民と協働する行政、大学等の専門機関が支援す

るという体制が重要である。関係者のパートナーシ

ップが活動を推進する鍵となっており、専門機関、

特に大学の役割の大きさについては先行研究34）で

も述べられている。今後、地域に根差す大学として
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重要な役割である。

３．ヘルスプロモーションとソーシャルキャピタル

について

ヘルスプロモーションにおけるコミュニティのエ

ンパワメントは地域力の強化であり、地域の問題解

決力を高めることである。地域力の強化は、ソーシ

ャルキャピタル（社会関係資本）の醸成といえる。

筆者らは、イローナ・キックブッシュが「ヘルス

プロモーションは健康の為の社会的関係を意味して

いる」と述べている35）ことから、ヘルスプロモーシ

ョンの理念と戦略に基づく地域力の強化（コミュニテ

ィ・エンパワメント）をはかるとき、「ソーシャルキ

ャピタル」という概念を抜きにして考えることが出

来ないと考えている。また、湯浅らは、「ヘルスプロ

モーション活動に必要な人々の結束を促す社会的要

素をソーシャルキャピタルの概念で可視化する意義

がある」と述べ、ソーシャルキャピタルと介入によ

る活動と成果との関係について｢当該社会・集団に、

すでに蓄積されているソーシャルキャピタルを利用

することで人々の協調活動を促し、その結果、活動

による成果の実現を促進させる場合と、活動によっ

てソーシャルキャピタルを醸成し、そのソーシャル

キャピタルが成果の持続性に影響を与える｣と述べ

ている36）。ヘルスプロモーションの推進（コミュニ

ティ・エンパワメント）には、ソーシャルキャピタ

ルの醸成がキイ概念といえる。

つまり、｢たまな元気会｣の活動によってソーシャ

ルキャピタルを醸成し、そのソーシャルキャピタル

がソーシャルネットワークの構築による成果の持続

性に影響を与え、結果、玉名の住民の健康度が向上

すると考えることが出来る。

しかしながら、健康とソーシャルキャピタルとの

関連については、諸外国での先行研究は多数見られ

るが、日本における研究蓄積は不十分であり、湯浅

らは、今後多くの実証研究の蓄積が待たれると述べ

ている37）。

以上のことから、本研究のプロセスは、ソーシャ

ルキャピタル概念をヘルスプロモーション活動に導

入した実証的な研究であると言える。

４．本研究の課題

実証研究は時間と労力がかかり、その検証報告は

十分とは言えないため、健康な地域づくり方法論と

その評価の普遍性が明らかではない。今後はさらな

る実証研究の蓄積とその検証を行い、健康な地域づ

くり過程の方法論とその評価視点を確立することが

必要である。

本研究経過では要介護認定率や一人当たり後期高

齢者医療費に関する成果は明らかではないが、今後

も追跡していくことが必要である。さらに、健康寿

命の算出や生活満足度のような生活の質に関する分

析が必要である。

また、本研究地域は、高齢者のネットワークを主

体的に構築し、ソーシャルキャピタルを醸成する仕

組みに発展している。今後は、住民が主体的に活動

に参加することができる高齢者の生活背景を把握す

ることも重要だと考えられる。

最後に、本実証研究のように、大学という教育研

究機関が研究成果を明らかにするとともにそこに暮

らす人々にとって役立つような研究支援のあり方や

方法、その結果の活かし方を考えていくことが今後

の課題である。

【結語】

１．たまな元気会の活動は、質的量的の成果が認め

られる。このような、住民主体の活動は住民のエン

パワメントとなり、健康な地域づくりに発展する。

２．研究方法に示した10項目の考え方と関係やつな

がりを形成するという行動の部分は、ソーシャルキ

ャピタルという概念にあてはまる。この10項目を設

定して活動を開始したことにより、地域のソーシャ

ルキャピタルが醸成され、コミュニティ・エンパワ

メントを発揮するための一翼を担い、今日の健康な

地域づくりにつながっていると考えられる。

３．この活動過程から、健康な地域づくりを行なう

ための六点の必要条件を明らかにした。

第一点目は、「ヘルスプロモーションとソーシャ

ルキャピタルの考え方に基づく活動である」、第二点目

は、「住民主体の推進体制が構築されている」、第三

点目は、「エンパワメント過程をとっている」、第四

点目は、「PDCA（Plan Do Check Action）サイクルを

とる」、第五点目は、「コーディネーターの存在」、第

六点目は、「パートナーとして支援する専門機関の存

在」である。

４．本研究のプロセスは、ソーシャルキャピタル概
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念をヘルスプロモーション活動に導入した実証的な

研究である。
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